
　社会資本総合整備計画 事後評価書             令和04年06月01日

計画の名称 南伊勢町における地震・津波災害に強いまちづくりの推進（防災・安全）

計画の期間   平成２７年度 ～   平成３１年度 (5年間) 重点配分対象の該当

交付対象 南伊勢町

計画の目標 本町は、紀伊半島沿岸東部、度会郡の南端に位置しており、平成２６年３月２８日に開催された中央防災会議において、「南海トラフ地震防災対策推進地域」及び「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に指定されている。この南海トラフ地

震に伴い最大クラスの津波が発生した場合、最大高さ１５ｍの津波が地震発生後１５分後に到達し、甚大な被害が想定されることから、地震・津波災害に強いまちづくりを目指すものとして、以下の目標を定める。

①地震・津波災害発生時において、町民が即座に身を守るための１次避難場所の整備（避難路含む）を推進する。②被災後の避難生活場所としての２次避難所に必要な関連施設の整備を推進する。③災害発生時に確実な情報伝達を行うための通信施

設の整備を推進する。④地震・津波災害発生時において避難者に食糧や飲料水を供給可能となるよう食糧等を備蓄する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 551  Ａ                 551  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H27当初 Ｈ31末

   1 津波災害発生直後に高齢者をはじめとする周辺住民が迅速に避難できる１次避難場所及び避難路の整備により、１次避難施設へ避難困難者を559人（Ｈ27）から359人（Ｈ31）に低減する。

高齢者をはじめとする津波避難困難地区内の人数より算定 559人 人 359人

   2 ２次避難所での避難生活に必要な関連施設（耐震性貯水槽、災害用トイレ）の整備により、２次避難者の避難地機能の強化が図れた地区整備率を向上させる。

機能が不足している２次避難所における関連施設の地区整備率を箇所数により算定 0％ ％ 25％

   3 各避難所間での情報伝達手段を確保するための通信施設（通信網）の整備により、２次避難所での迅速な情報提供や防災機能の強化が図れた地区整備率を向上させる。

２次避難所における通信施設の地区整備率を箇所数により算定 0％ ％ 13％

   4 避難困難地区において食糧等を供給可能となるように備蓄倉庫の整備率を向上させる。

一次避難所に対する備蓄倉庫整備率 0％ ％ 36％

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000423014



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H27 H28 H29 H30 H31 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

A13-001

都市防災 一般 南伊勢町 直接 南伊勢町 － － 都市防災総合推進事業（

地区公共施設等整備）

･津波避難施設整備(1箇所)津

波避難ﾀﾜｰ,備蓄倉庫整備･２

次避難所整備(5箇所)､1次避

難場所整備(9箇所)

南伊勢町  ■  ■  ■  ■  ■         410 －

２次避難所整備（内訳）耐震性貯水槽：３基、災害用トイレ：５基

A13-002

都市防災 一般 南伊勢町 直接 南伊勢町 － － 都市防災総合推進事業（

地区公共施設等整備）

・災害情報伝達システム整備

（親局整備：1箇所、中継局

整備：2局、子局（2次避難場

所）整備：4局）

南伊勢町  ■  ■         141 －

 小計         551

合計         551

1 案件番号：  0000423014



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

南伊勢町において、目標の達成状況と指標の達成状況を確認。
事後評価の実施体制

0000423014案件番号：

令和3年3月26日

ホームページにて公表

（指標①）
津波避難タワーの建設により、津波到達時間内に避難地への避難が可能になり、住民等の安全性の向上が図られた。
（指標②）
耐震性貯水槽・災害トイレの整備により、2次避難所の避難地機能の強化が図られた。
（指標③）
各避難所間での情報伝達手段を確保するための通信施設の整備により、２次避難所での迅速な情報提供や防災機能の強化が図ら
れた。
（指標④）
備蓄倉庫の整備により、避難者に食糧や飲料水が供給可能となった。

南伊勢町における地震・津波災害に強いまちづくりの推進計画を策定し、今後更なる避難対策の充実を図る。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

津波災害発生直後に高齢者をはじめとする周辺住民が迅速に避難できる１次避難場所及び避難路の整備により、１次避難施設へ避難困難者を559人（H27）から35
9人（H31）に低減する。

最　終
目標値
359人

最　終
359人

実績値

 2

２次避難所での避難生活に必要な関連施設（耐震性貯水槽、災害用トイレ）の整備により、２次避難者の避難地機能の強化が図れた地区整備率を向上させる。

最　終
目標値
25％

最　終
25％

実績値

 3

各避難所間での情報伝達手段を確保するための通信施設（通信網）の整備により、２次避難所での迅速な情報提供や防災機能の強化が図れた地区整備率を向上さ
せる。

最　終
目標値
13％

最　終
13％

実績値

 4

避難困難地区において食糧等を供給可能となるように備蓄倉庫の整備率を向上させる。

最　終
目標値
36％

最　終
36％

実績値

1 案件番号：0000423014



（様式６）事業計画　全体概要

面積 275ha 区域地区名 南伊勢町地区（三重県南伊勢町） 南伊勢町全域

６－２ 事業計画概要図（１）

【南伊勢町全域】

三重県地震被

害想定調査結

果による津波

最大浸水深

（平成26年3

月）

※南海トラフ

事業地区
（南伊勢町）

●

凡例

２次避難所

A13-001 都市防災総合推進事業(地区公共施設等整備)

・２次避難所整備(5施設)(耐震性貯水槽：3基、災害用トイレ：5箇所)

・１次避難場所整備（機能強化：転落防止柵、手摺工等 9箇所）

A13-001 都市防災総合推進事業(地区公共施設等整備)
・津波避難施設整備
避難タワー、備蓄倉庫整備、転落防止柵等(五ヶ所浦)：1箇

所

A13-002 都市防災総合推進事業(地区公共施設等整備)

・災害情報伝達システム整備

親局整備：1箇所

中継局整備：2箇所

子局（二次避難場所）整備：4箇所


